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年齢別人口推移（2020年）

直近の実績値となる2020年の人口は98,199人。
2000年の100,016人から緩やかに減少している。
将来人口を見ると、今後も約2,000人ずつ減少
が続く見込みである。
年齢別に今後の傾向を見ると、年少人口と生
産年齢人口は減少傾向、老年人口は2020年以
降も増加することが予想されている。

※年少人口は15 歳未満、生産年齢人口は15～64 歳、
老年人口は65 歳以上をさす
出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態
調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地
域別将来推計人口

人口ピラミッド推移（2020年）

現在と将来の年齢別人口構成を示したグ
ラフである。年少人口の割合をみると、
2020 年の12.71％から2050 年には10.68％
に減少する。

生産年齢人口は、2020 年の55.11％から
2050年には50.09％まで大きく低下する見
込みである。

老年人口は、 2020 年の30.72％から2050
年には39.24％まで増加し、女性が大幅に
増進する見通しである。

出典：総務省「国勢調査」、国立社会
保障・人口問題研究所「日本の地域別
将来推計人口」

流入出者の地域別構成（2020年）

通勤者・通学者でみる流入出者の
地域別構成は、流入者では小諸市
が3,774 人と多く、流出者でも小
諸市が3,794人と圧倒的に多い。

全体を通してみると697人の流出
超過となっており、通勤や通学等
で小諸市に通う人が多いことが
読み取れる。

流入 流出

出典：総務省「国勢調査」
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付加価値額の推移（2021年）

企業が新たに生み出す付加
価値額（営業利益等）につ
いて、2021年は100,191百万
円であり、2012年と比較し
て10.2％増加している。
一方、小諸市は2021年は
49,732百万円であり、2012年
と比較して46.1％と大幅に
増加している。

※総務省・経済産業省「経済センサ
ス－活動調査」、総務省・経済産業
省「経済構造実態調査(産業横断調査)」

≪産業構造≫

従業者と労働生産性からみる業種別付加価値額（2021年）

労働生産性とは従業者一人当たりの付加価値額（営業利益等）を言い、付加価値額を従業者で除したもので、
労働生産性が高い場合は、投入される労働力が効率的に利用されている。佐久市の平均労働生産性は3,774千
円/人で、全国平均（6,095千円/人）、長野県平均（4,261千円/人）、小諸市平均（3,896千円/人）より低く
なっている。 ※出典：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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事業所数の推移（2021年）

2021年の事業所数は3,372事業所で
ある。9年前の2012年より325事業
所減少している。

隣接している小諸市は2021年の事
業所数は1,419事業所で2012年より
250事業所減少している。

※総務省・経済産業省「経済センサス
－活動調査」、総務省・経済産業省
「経済構造実態調査(産業横断調査)」
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第1次産業
地域内産業の構成割合
（生産額・総額）（2018年）

第1次産業：農業、林業、漁業
第2次産業：鉱業、建設業、製造業
第3次産業：商業、金融、保険、
運輸、情報通信、サービス業など

長野県平均とほぼ同じ割合であり、
全国平均に比べ第2次産業の割合が
高いのが特徴である。

※出典：環境省「地域産業連関表」、
「地域経済計算」（株式会社価値総合
研究所（日本政策投資銀行グループ）
受託作成）

地域内産業の構成割合
（生産額（総額））
＜第2次産業＞（2018年）

第2次産業を業種別にみると、
建設業21.8％、はん用・生産用
・業務用機械20.9％、食料品
15.9％、輸送用機械11.3％、
電子部品・デバイス9.7％の順
となっている。

特に上位３業種は、長野県平均、
全国平均を上回っており、その
中でも、食料品の割合が高いの
が特徴である。

※出典：環境省「地域産業連関表」、
「地域経済計算」（株式会社価値総合
研究所（日本政策投資銀行グループ）
受託作成）
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地域内産業の構成割合
（生産額（総額））
＜第3次産業＞（2018年）

第3次産業を業種別にみると、
保健衛生・社会事業17.5％、
住宅賃貸業11.6％、小売業
10.5％、公務10.4％、宿泊・
飲食サービス業9.7％の順
となっている。

上記記載の５業種は、長野県
平均、全国平均を上回っており、
その中でも、保健衛生・社会
事業（医療・保健、介護）の
割合が高いのが特徴である。

※出典：環境省「地域産業連関表」、
「地域経済計算」（株式会社価値総合
研究所（日本政策投資銀行グループ）
受託作成）
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この経済分析は「RESAS」を活用しています 作成：佐久商工会議所
〒385-0051 長野県佐久市中込2976-4
TEL：0267-62-2520 FAX：0267-64-2008
URL：https://www.sakucci.or.jp/

RESAS（地域経済分析システム）は、地域経済に関する様々なデータを
グラフでわかりやすく「見える化（可視化するシステムです。地域の
実情をビジュアルで把握・分析でき、誰でも無料で使えます。

地域経済循環図（2018年）

地域内の活動を通じて生産された付加価値は、労働者や企業の所得として分配され、消費や投資として支
出されて再び地域内に還流する。この流れを示したものが地域経済循環図である。

生産（付加価値額）

生産（付加価値額）は、地域の稼ぎの総額を示し
ている。佐久市の付加価値額は、3,148億円となっ
ている。最も大きい第3次産業で2,003億円、一人
当たり693万円、全国1,741市町村で1,472位となっ
ている。続いて第2次産業で1,073億円、一人当た
り805万円。第1次産業で72億円、一人当たり173
万円となっている。

分配（所得）
分配（所得）は、地域で稼いだ付加価値がどのよ
うに所得分配されたのかをみることができる。
佐久市の総所得は、3,867億円で付加価値額
（3,148億円）から719億円の増加となっている。
雇用者所得は一人当たり191万円、全国1,741市町
村で1,258位。その他所得は一人当たり200万円、
全国1,741市町村で1,125位となっている。

支出
支出は、地域内の所得がどのように使われたのか
をみることができる。
民間消費額2,416億円（地域外流入509億円）、民
間投資額890億円（地域外流出160億円）、その他
支出1,071億円（地域外流出1,068億円）となって
いる。

※出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）
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